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イインンドド・・カカルルナナーータタカカ州州のの学学校校教教育育ににおおけけるる言言語語にに関関すするる戦戦略略 
―英語と州公用語の扱い方に着目して― 

小島 美月 

本稿はインド・カルナータカ州に着目し、同州政府は学校教育の言語に関する政策において、

英語と土着言語をそれぞれどのように扱い、全体としてどのような戦略をとっているのか明ら

かにすることを目的としている。教授言語に関する政策においては、英語と州公用語のどちら

をも教授言語として用いる戦略がとられているが、州公用語を教授言語とする教育の規模のほ

うが大きく、州公用語を教授言語とする学校教育を受けた生徒を、高等教育や職業教育への入

学において優遇する政策を実施し、英語よりも州公用語の位置づけを強化するような戦略とな

っている。学校教育の言語教育に関する政策においては、英語と州公用語の両方を学習科目と

する戦略がとられているが、前期初等教育段階において、英語よりも州公用語の学習方法のほ

うがより厳格に定められており、学習言語としての英語の重要性を認識しつつ、州公用語の位

置づけを最も強化するような戦略となっている。 
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This paper aims to clarify the language education policies implemented by the State Government of 

Karnataka, India, with a focus on the use of English and the state’s official language for instruction in 

schools. Both languages are employed in education. However, the state’s official language is more widely 

used as the primary medium of instruction. Students educated in the state’s official language are given 

priority slots in higher and professional education admissions. With regard to language education, all 

students are required to study both English and the state’s official language. In primary schools, English 

is introduced through interactive methods, such as games and stories, whereas the state’s official language 

is taught using textbooks prescribed by the state government. The policy emphasizes the importance of 

the state’s official language in school education while recognizing the value of English for broader 

academic and professional purposes. Overall, the State Government of Karnataka prioritizes the use of 

the state’s official language in classrooms but also encourages proficiency in English to support students’ 

future educational and career opportunities. 
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世世界界諸諸国国のの高高等等職職業業教教育育のの展展開開にに関関すするる考考察察 

―学士課程段階の高等職業教育の提供状況の整理を試みて― 
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1．はじめに 
高等教育の規模拡大が世界的な流れとなってきたなかで、高等教育分野の教育内容や機関類

型の多様化傾向もみられる。そのなかで、21 世紀に入って以降、先進諸国では教育と経済発展

が結びつけられるようになり、より高度な知識と技能を有する専門人材を育成するため、高等

職業教育が重要視され、それを提供する高等職業教育機関の増加傾向が生じている1。こうした

職業教育の高度化傾向のなかには、短期の高等教育プログラムとして展開してきた高等職業教

育の学士課程化動向が顕著である。例えば、日本では、高等職業教育を提供する専門職大学と

いう新型の高等教育機関の類型が半世紀ぶりに新設された2。同時に、中華人民共和国（以下、

中国）でも、日本と同時期に学士課程段階の高等職業教育の重要性が検討されて、応用技術型

大学と職業技術型大学という新型の高等職業教育機関が複数提起され、2015 年、2019 年からそ

れぞれの改革がなされてきた3。 

この３種類の高等職業教育機関の設置過程をみると、それぞれ新設、既存の四年制の学術型

大学からの転換、そして短期の高等職業教育機関からの昇格という異なる方法がみられる。高

等教育段階の職業教育主義が世界的にみられるなかで、このような学士課程段階の高等職業教

育は、どのように展開してきており、今後はどのような展開方法を取りうるのか。この問いを

解明するためには、まず、学士課程段階のものを含めた高等職業教育がどのように提供されて

いるのかという背景状況を整理し、その全体像を把握する必要がある。 

第２章で詳述するように、学士課程段階の高等職業教育を提供する機関または関連学位は世

界諸国においてみられるものの、高等職業教育の展開現状に関する研究では、ヨーロッパ諸国

に着目するものが数多くみられる。そのなかで、アジア地域を含めた国際比較の不在が課題で

あると指摘されるものに加えて、国際比較に必要な高等職業教育の明確な定義が存在していな

い課題を明記するものも挙げられる4。一方で、学士課程段階の高等職業教育を提供するまたは

検討するという改革動向が活発になってきている現在、こうした国際比較の実行も可能になっ

てきた。 

そこで、本稿では関連の先行研究及びデータベースをもとに、アジア諸国も視野に取り入れ

た世界諸国の高等職業教育の展開状況を整理し、その傾向を明らかにすることを目的とする。

この作業は、アジア地域も対象とする高等職業教育の国際的な展開状況を網羅的に捉えて、そ

の展開可能性に実証的データを提供できる点とともに、国際的通用性ある高等職業教育の定義
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づけの土台となりうる点に学術的意義がある。加えて、高等職業教育を含めた高等教育の展開

現状に関する国際的な相互理解を深める点に社会的意義もあるといえよう。 

本稿では具体的に、従来ある高等職業教育の分析においてはどのような視点及び傾向があり、

そして 2024 年現在では高等職業教育プログラムがどのように展開しているのかという二つの

ステップに分けて整理することとする。具体的な分析対象には、先行研究のほか、国際組織に

よる関連データ、そして関連国家の教育部等の政府部門による説明、情報等もある。そのなか

で、国際組織による関連データとしては、OECD（Organisation for Economic Co-operation and 

Development、経済協力開発機構、以下 OECD）とユネスコ（United Nations Educational, Scientific 

and Cultural Organization、国際連合教育科学文化機関、以下ユネスコ）のものに注目する。前者

の OECD は OECD 諸国を中心に、高等教育段階の職業教育の制度設計、アクセス、財政的投

入、教員等の教学組織を整理し報告している5。後者のユネスコは IAU（International Association 

of Universities、国際大学協会、以下 IAU）とともに、世界諸国の高等教育システムの情報を整

理し、各国から提供された情報をデータベース（World Higer Education Database〔WHED〕: 

https://www.whed.net/home.php）に公開している。こうした国際組織によるデータから高等教育

段階の職業教育に関する情報、とりわけアジア地域諸国の当該プログラムの関連情報を絞り出

すことによって、高等職業教育の国際的な展開状況を把握できると考えられる。加えて、関連

国家の政府部門による情報源には上述のユネスコによるデータベースから確認できるものもあ

るため、これらは先行研究と同様、インターネットからアクセスできる。 

上記の点を整理するため、本稿では、まず、第２章で関連の先行研究を日本国内外のものに

分けて、学士課程段階の高等職業教育を整理する際の視点においてはどのような日本国内外で

の相違点または特徴があるのかを整理する。続いて、第３章では上記のユネスコによるデータ

ベースで公開されているデータをもとに、世界諸国における高等職業教育の展開状況の整理及

びその類型化を図る。その際はとりわけ、学士課程段階の高等職業教育を主として提供する機

関の有無に着目して整理を行う。さらに、第４章ではそれまでの議論から得られる知見をふま

えて、学士課程段階の部分を中心として、高等職業教育の展開状況の国際的傾向を考察し、高

等職業教育の定義づけ及び比較を行うために必要な視点や項目を検討する。 

 

2．高等職業教育に関する先行研究からみる分析傾向 
本章では先行研究を手がかりに、高等教育段階の職業教育に対する分析の傾向、とりわけ国

際比較に取り上げられる項目を整理する。具体的には、日本国内外の組織及び研究者による先

行研究という４つのカテゴリーに分けて整理することとする。 

 

２．１ 日本の組織による先行研究の傾向 
 まず、日本国内では、日本の人材育成や職業教育をめぐる課題を解決するヒントを探るため、

諸外国の職業教育の展開状況に着目し、高等教育段階のものを中心に整理した研究がみられる。

そのなかでは、政府による先行研究や整理が多数ある。政府による先行研究として、文部科学

省による委託研究として、後期中等教育後段階の教育体系と職業教育の位置づけに関するもの、

そして独立行政法人労働政策研究・研修機構による一連の資料整理が挙げられる。 
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前者は後期中等教育後段階の職業教育の展開をヨーロッパ諸国と韓国の計５カ国を対象とし

て整理し、職業教育の位置づけ及び管理主体、入学段階及びカリキュラム、職業資格の制度設

計と質保証、そして入学者と修了者の職歴と就業状況に分けて情報整理を行った6。 

後者にはアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの教育訓練制度を整理するもの7、そして「北

欧の公共職業訓練制度と実態」を整理するもの8、「ベトナムにおける工学系学生の職業への移

行と産学連携に関する調査研究」9がある。それぞれでは注目する教育段階やプログラムが異な

るものの、分析対象の位置づけ、関連の制度設計、実際のプログラム構成という共通した整理

項目が設定されている。 

 

２．２ 日本の研究者による先行研究の傾向 
次に、日本国内の研究者による先行研究は、専門職大学及び専門職短期大学の設置段階と、

そこに至るまでの議論段階に盛んにみられるが、それらより前に、職業教育の機能が高等教育

段階において現れた時期から、関連の研究が行われるようになった。 

具体的にみると、専門職大学の設置に関する議論段階にもよく言及された専門学校を対象に、

吉本はその拡大の背景にある世界諸国にみられる高等教育機関、とりわけ非大学セクターの多

様化動向をあげた10。吉本は 1970 年代以降拡大した非大学セクターの特徴として、非伝統的な

学習者を受け入れて、「現代的な職業領域の教育や訓練に焦点を当て」て、短期の課程または機

関である点をまとめた11。 

同様に、金子は高等教育段階及び高等教育機関の機能の多様化に注目して、高等教育機関を

「大学型」と「非大学型」とし、後者は主として「職業教育トラックが中等教育から高等教育

に伸長」してきたもので、「職業教育にそのミッションを限っている」と、非大学型の高等教育

及びそれを提供する機関にある職業教育に関する特徴を整理している12。金子はまた、「大学型」

と「非大学型」の高等教育機関の双方を含めた高等教育システムの展開プロセスを、大学型か

らなる単線のアメリカ型、大学型と非大学型が共存する複線のヨーロッパ型、そして非大学型

の機関も同時に存在する単線の変形である東アジア型の３種類に分類している13。そして、非

大学型の機関は「大学とは明確に区別」し、学士学位または学士未満の資格を授与できるもの

であると定義づけられている14。 

 このように、日本国内では高度な技能を有する人材の育成機関の可能性を検討する場合、そ

して高等教育システムの機能分化において非大学型のものを検討する場合、高等教育段階の職

業教育に着目するという傾向がわかった。 

 

２．３ 日本国外の国際組織による先行研究の傾向 
前述したように、日本国外における高等職業教育の展開現状の関連研究では、ヨーロッパ諸

国に着目するものが多数みられる。そうしたなかで、国際組織による整理及び議論が活発に行

われてきた。 

具体的には、ユネスコの職業技術教育訓練センター（UNEVOC）は 2005 年に、高等教育段階

の職業教育に関するコンテンツの討論を行う国際セミナーを主催し、知識社会における高等教

育のなかでの職業的内容への需要の拡大がもたらす課題及びその対策について、ドイツ、日本、

－ 377 －

張：世界諸国の高等職業教育の展開に関する考察



4 
 

韓国、オーストラリア等の国の事例を通して検討した15。セミナーの主催者側の一人である

Maclean は会議後、そこで議論された高等教育段階の職業化傾向を整理し、大学において職業

的内容を取り入れることは、職業教育への社会的認識を向上させるとともに、高等教育と職業

教育の緊密な関係性を構築させることの有効策であるとした16。 

 このような高等教育段階の職業的内容に関する需要は、ユネスコによる ISCED（International 

Standard Classification of Education、国際標準教育分類、以下 ISCED）の 2011 年改訂からも考察

できる。すなわち、この分類は教育プログラムを国際的に比較する、または互換性を向上させ

ることを図り、教育プログラムをそのコンテンツによって分類して、数字で表しているため、

その分類基準となるコンテンツの指向性にはある程度の国際的な流れを反映すると考えられる。

現行の ISCED は 2011 年に改訂されたものであり、その際には、第三段階、学士課程、修士課

程、博士課程の教育プログラムがそれぞれレベル５からレベル８までのように分類された17。

各レベルに分類される教育プログラムはさらに、そこで提供される教育コンテンツの指向性に

よって、general と vocational、または academic と professional に細分化される18。 

こうした分類傾向から、一定または特定の職業への就職がその目標である職業教育が高等教

育段階において、国際的に認識されるようになってきたことがうかがえる。また、前述したよ

うに、こうした高等教育段階の職業教育の展開について、OECD 及びユネスコではそれぞれ国

際的展開状況の報告書を整理するようになった。例えば、OECD は 2022 年に、報告書 Pathways 

To Professions において、高等教育段階の職業教育の課程またはプログラムの存在及びその多様

化状況を整理している19。具体的には、OECD 諸国において、短期の高等職業教育を提供するプ

ログラム、機関の種類、関連分野の種類、そして修了年限と修了時に取得できる資格または学

歴証明書の種類がまとめられ、その多様な状況が整理された20。加えて、OECD は 2023 年、第

三段階の職業教育の役割を重要とし、OECD 諸国の高等教育段階の職業教育の制度設計、アク

セス、財政的投入、教員等の教学組織の情報を整理し報告している21。一方で、同報告書では、

そこで取り扱われるデータの課題として、諸国では必ずしも高等職業教育に対する理解、定義、

そして提供しているデータの分類方法が一致しているわけではない点を明言している22。さら

に、同報告書では、OECD 諸国に加え、ブラジル、中国、南アフリカ共和国等の 11 カ国23も含

めているが、アジア諸国はそのデータ整理の主要ターゲットではない点は明らかである。 

 

２．４ 日本国外の研究者による先行研究の傾向 
日本国外の研究者による高等職業教育の国際比較に関する先行研究は、そうしたプログラム

の類型化及び学士課程段階の部分に着目するものがある。 

前者としては例えば、Halsey はヨーロッパ諸国の高等教育段階の拡大傾向及びその要因を整

理したなかで、戦後のヨーロッパでは、高等教育段階の職業教育及びそれを提供するコースま

たは機関の多様化がその最大の特徴であると指摘している24。加えて、Grubb と Lazerson は学

校教育段階と高等教育段階における「職業教育主義（vocationalism）」の流れ及びその特徴を整

理し、職業教育主義の展開モデルを、アングロ・アメリカン、ドイツ語圏諸国、スカンジナビ

ア諸国のように、３モデルに分けている25。すなわち、英語圏のアングロ・アメリカンモデルで

は「高等教育機関は分化され」、「多くの学歴・資格があるものの、その構造化は不充分」であ
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韓国、オーストラリア等の国の事例を通して検討した15。セミナーの主催者側の一人である
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り、ドイツ語圏諸国とデンマークのデュアルシステムでは「高等教育機関の質的差異を縮めよ

う」とアプローチしており、スカンジナビア諸国では職業教育の質が低く、「徒弟制はほとんど

なく」、学歴及び資格の効果も不確かであるという26。同時に、Grubb らは、上記のモデル分け

においてアジア諸国における展開を分析対象及びモデル化対象から除外しつつも、この点を課

題としている。 

後者の学士課程段階の高等職業教育を研究するものとして、Delplace らがヨーロッパの 17 カ

国を対象に、専門職高等教育（原語、Professional Higher Education）を分析するものが挙げられ

る27。Delplace らは、専門職高等教育は定義されていないのに加えて、共通して認識される定義

がつけられることは近いうちには考えにくいとし、このため、分析では専門職志向（profession-

oriented）の機関または機構のように、分析対象を幅広く設定したのである。 

 

このように、日本国内の先行研究では、諸外国の事例を参考にする点と、高等教育段階の人

材育成の機能の変化に着目することの傾向が確認できた。前者としてはヨーロッパ諸国に注目

するものが多く、分析対象国の職業教育が教育体系に占める位置づけ、カリキュラム設計等の

制度的側面への注目がみられる。後者については、従来ある大学型の高等教育機関とは異なる

特徴をもつ機関類型が現れた際、新型の非大学型の高等教育機関で提供される職業教育プログ

ラムのミッションやそれに伴う学位授与に関する変化が注目されたといえよう。 

日本国外の先行研究においても、高等職業教育の出現、普及という新たな変化に着目する傾

向がみられる。とりわけ組織レベルでは 21 世紀以降の変化に注目し、各種機関が提供する教育

コンテンツの指向性の細分化や、機関の種類及び修了時に取得できる資格と証明書の多様化状

況が整理されている。 

 では、「教育の福音」として欧米諸国にみられ、東アジア地域にも関連改革が起きている高等

職業教育は果たしてどのように展開しているのか。次章では、前述したユネスコ及び IAU によ

る世界高等教育データベース（（World Higer Education Database〔WHED〕）の関連情報を手がか

りに、高等職業教育の展開状況及び傾向を整理する。 

 

3．学士課程段階の高等職業教育の展開状況の量的及び地域的傾向 
 前章までは高等職業教育の展開状況に関する日本国内外の分析傾向を整理した。本章では、

高等職業教育の定義及び分析視点の検討を行う前に、その関連機関またはプログラムの設置状

況の整理を試みる。その際、世界諸国・地域では、短期の高等職業教育（レベル５相当）を主

として提供する機関、そして学士課程段階の高等職業教育（レベル６相当）を主として提供す

る機関が存在するのかに着目する（第１節）。この整理で得られる量的状況をふまえて、その他

のかたちで提供される高等職業教育プログラムの有無、そして学士課程段階の高等職業教育の

取得段階に係る学士学位の授与の有無に着目し、高等職業教育の展開の多様性を整理する（第

２節）。その際、多様性とともに、地域的傾向がみられるのかも合わせて検討することとする。

この点を考察するため、前述した職業教育主義の展開モデルに加えて、二宮による学校類型の

分類方法、すなわち、ヨーロッパ大陸型、旧社会主義諸国型、英米諸国型という方法も援用す

る28。具体的には、OECD 諸国等のヨーロッパ大陸諸国、そしてアジア諸国に加えて、旧社会主
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義諸国のように、高等職業教育の展開状況の地域的、または歴史的影響の有無を考察すること

とする。 

 

３．１ 高等職業教育の提供状況の分類方法 
 本節では、高等職業教育の関連機関の設置状況の整理を行う。整理する際には世界高等教育

データベース（WHED）で提供されているデータを用いることとする。このデータベースでは、

196 カ国または地域のデータが公開されており、各国・地域の教育システムのうち、高等教育

機関の種類、就学前教育段階から高等教育段階までの教育システムの構造、高等教育の管理・

関連機関、入学要件、質保証及び認証制度、学生生活、修了時に取得できる主要資格・学歴証

明書に関する情報が公開されている29。 

そのなかで、本稿の分析対象としては、高等教育機関の種類（Types of Higher Education 

Institutions）、そして高等教育段階の構造（Higher Education System - Structure, Stages of Higher 

Education）に関する説明、さらには修了時に取得できる主要資格・学歴証明書（Credentials）に

関する説明を主とした。各部分の説明において、高等職業教育に関する記述がある場合は、補

足資料（385 頁）の表１のカテゴリー２（レベル６）、カテゴリー３（レベル５）、カテゴリー４

（その他の教育機関）、またはカテゴリー５（学位）に「〇」印を付けることとした。 

カテゴリー２（レベル６）とカテゴリー３（レベル５）については、前述した ISCED におけ

る教育コンテンツの細分化への重視において言及された、レベル５の vocational 及びレベル６

の professional に関する内容に注目し、双方の用語に関する記述の有無に従って分類した。カテ

ゴリー４（その他の教育機関）については、学士課程段階の高等職業教育の提供に着目して、

関連プログラムに関する記述があるものの、具体的な機関名が明記されない場合、または高等

教育機関の種類で言及されていない機関が記述される場合は、カテゴリー４に分類することと

した。カテゴリー５（学位）については、学士課程段階の高等職業教育プログラムの修了時に

取得できる主要資格・学歴証明書のうち、学士学位に関する記述がある場合は「〇」印を付け

ることとした。そのうえで、高等教育機関の種類、高等教育段階の構造において、学士課程段

階の職業教育に関する記述がないものの、修了時に取得できる主要資格・学歴証明書欄に職業

に関する資格または学士学位に関する記述がある場合は、その国・地域の教育部のホームペー

ジ及び関連文献から当該国・地域の高等教育段階の職業教育の提供状況を確認することとした。 

なお、表１からは登場していないが、第２章で言及された非大学型の高等教育機関またはプ

ログラムのうち、職業教育の提供という役割または機能が言及されないものもある。このため、

表１では大学型または非大学型の高等教育機関とその関連制度において、職業教育の提供を主

とした目標である、または関連のプログラムを提供すると明記しているもののみ整理した。 

 

３．２ 学士課程段階の高等職業教育の提供における量的状況 
 上記の分類方法で得られた表１（385 頁）では世界諸国の高等職業教育の提供状況が示され

ている。それらを量的に整理すると、次頁の表２が得られる。表２ではレベル５とレベル６の

高等職業教育を提供する機関の有無に従って、高等職業教育の提供状況が４種類に分けられて、

それぞれの量的状況が整理された。表２からは次の３点が読み取れる。 
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 まず、高等職業教育の提供状況をみると、レベル５とレベル６のものはそれぞれ、約７割と

約２割の国・地域で提供がなされていることがわかる。レベル５の高等職業教育プログラムが

過半数の国・地域で提供されている点は、前述した ISCED の 2011 年改訂における職業的コン

テンツへの重視傾向を量的に証明していると考えられる。加えて、レベル６の学士課程段階の

高等職業教育を提供する職業系大学は、約２割の国・地域に存在しているのに対して、８割の

国・地域では職業系大学が設置されていない状況がわかった。 

 また、レベル５とレベル６の高等職業教育を同時に提供しており、異なる段階の高等職業教

育の接続性がある程度保障されている国・地域（A.双方とも有り、15.43%）は２割弱に留めて

いる。この点とレベル５の高等職業教育のみを提供する国・地域（B.短期のみ、53.72%）が半

数を超えている点と合わせて考えると、レベル５のものは主として提供されている高等職業教

育プログラムであるといえよう。 

 さらに、職業系大学を設置している約２割の国・地域のうち、レベル５の高等職業教育を提

供せず、レベル６の高等職業教育のみを提供している国・地域（C.学士課程のみ、5.32%）も存

在している。同時に、短期の高等教育段階の職業教育を提供しないとともに、職業系大学も設

置しない国・地域（D.双方とも無し、25.53%）は約３割存在している。 

 

表２ 世界諸国の高等職業教育の提供状況の量的状況 

 
レベル５ 

計 
有 無 

レベル６ 

有 
A.双方とも有り C.学士課程のみ 

39 20.74% 
29 15.43% 10 5.32% 

無 
B.短期のみ D.双方とも無し 

149 79.26% 
101 53.72% 48 25.53% 

計 130 69.15% 58 30.85% 188 100.00% 
出典：表１をもとに筆者作成。 

 

 このような量的提供状況のほか、高等職業教育の提供にはどのような多様性や地域的傾向が

あるのかについて、次節以降で確認しよう。 

 

３．３ 高等職業教育の提供における多様性・地域性の状況 
本節では、補足資料の表１をもとに、学士課程段階の高等職業教育の展開状況における多様

性、地域的傾向について考察する。表１から、学士課程段階の高等職業教育を提供している国・

地域を取り出すと、表３が得られる。そのなかで、本稿ではこれまで注目されてこなかったア

ジア諸国の地域的傾向を検討するため、OECD 諸国、アジア地域諸国及び旧社会主義諸国の国・

地域という分類で整理することとした。 
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表３ 各国における学士課程段階の高等職業教育の提供方法・量的状況 

国・地域

1) 
A. 2) B. C. D. その他 学位 機関名 

OECD 
加盟国 

(37) 
24% 57% 0% 19% 

5% 
Apprentice 
-ship 

Center 

24% 
Degree 

Professional Bachelor's 
Degrees 

Professional Degrees 

Professional 
Baccalaureate 

Professional 
Qualification 

License 

University College 

University of Applied 
Sciences 

Technical University 

University Institute 
of Technology 

Polytechnic/ 
Professional Institute 

University of Science 
and Technology 

アジア 
諸国 
(19) 

16% 68% 11% 5% 
16% 

Apprentice 
-ship 

Center 

21% 
Degree 

Professional Bachelor's 
Degree 

Professional Degree 

Institutes of Technology 

University of Applied 
Sciences 

Universities of 
Technology 

Professional and 
Vocational 
Universities 

旧社会 
主義諸国 

(14) 
14% 57% 7% 21% 7% 

不明 

21% 
Degree 

Professional Bachelor's 
Degree 

License  

Higher Professional 
Education 

College of Technology 

出典：表１をもとに筆者作成。 

注１：各国・地域欄では、当該区分の国・地域の数量を記載している。また、各国・地域の分

類は以下の文献、ウェブサイトに依拠している。経済産業省「OECD（経済協力開発機

構）」2024 年（https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/oecd/index.html）、外務省「地域別

インデックス（アジア）」2024 年（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/asia.html）、経済企画

庁「第 2-2-5 表 ソ連の各共和国の概要」『平成３年 年次世界経済白書 本編』（https:

//www5.cao.go.jp/keizai3/sekaikeizaiwp/wp-we91-1/wp-we91bun-2-2-5h.html）。 

注２：A.B.C.D.は表２で整理された「A.双方とも有り」、「B.短期のみ」、「C.学士課程のみ」、「D.

双方とも無し」の高等職業教育の提供状況４類型を表している。 
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OECD 諸国における展開傾向 

まず、表３では計 37 の OECD 諸国の学士課程段階の高等職業教育の提供状況が整理されて

いる。そのなかでは、B.短期のみのかたちで職業教育を提供する高等教育機関が最も多くみら

れる。この点と関連して、表１と合わせてみると、職業系機関の名称に使用される用語には学

士課程段階と短期課程の間に異なる傾向がみられる。すなわち、職業系大学はすべてドイツ語

圏及び北欧諸国にあり、その名称としては University of Applied Science という訳語を多く使用

しているが、Profession、Technology、Polytechnics のように、多様な用語もその名称に使用され

ている。この点から、職業系大学という新設の高等教育機関については一定程度の共通性が認

識され、名称を通した担保がなされていると同時に、高等教育システムにおける位置づけまた

はその制度設計における国家間の相違点があることが読み取れる。さらに、これらの用語は異

なる職業の種類や分野に対応しているため、高等教育段階の職業教育分野の対象とされる職業

の種類も国によって異なると考えられる。加えて、約 24％の国家では職業教育分野の学士学位

を設計しており、その授与及び取得のためのプログラムの提供を通して学士課程段階の高等職

業教育を提供する方法が確認できた。 

 

アジア諸国における展開傾向 

いくつかの OECD 諸国も含めたアジア地域諸国では、OECD 諸国と同様、B.短期のみの高等

職業教育の提供方法が最も普遍的にとられている。一方で、学士課程段階の高等職業教育の提

供もみられ、その展開状況については、以下の３点が読み取れる。 

まず、学士課程段階の職業教育について、アジア諸国では、職業系大学（A.双方とも有り、

C.学士課程のみ）の設置、学士学位の設計、そしてその他の機関による提供の順で提供されて

いる。次に、日本と中国は職業系大学を設立し、OECD 諸国と比べるとより多様な用語を名称

に使用している点に特徴がある。日本は専門職大学30の英語名称に Profession と Vocation の双

方を用いており、就職指向で専門職を養成する機関としての位置づけ及び役割を表そうとして

いる。さらに、学士課程段階の高等職業教育を提供するその他の高等教育機関には多様性がみ

られる。Apprenticeship や Center のかたちで高等職業教育が提供されている点から、既存の教

育機関または限られた教育リソースを活用して、高等職業教育の提供を図る方法がとられてい

るといえよう。 

 

旧社会主義諸国における展開傾向 

 旧社会主義諸国として、表３では計 14 カ国の状況が整理されている。そのなかでは、旧社会

主義諸国では職業系の大学を通して学士課程段階を提供する事例が多くみられる。さらには B.

短期のみの提供に次いて、D.双方とも無しの割合が高い点に特徴があろう。後者は職業系大学

の設置率（A.双方とも有りと C.学士課程のみ）と同様であり、職業教育に関する考え方が分か

れている傾向が読み取れる。また、職業系大学の名称に Technology が使用されている点から、

それまでの工学系教育機関での蓄積が活かされていることが考えられるとともに、現在提供さ

れている学士課程段階の職業教育のプログラムも工学分野のものが多い点が推測できる。 
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このように、本章では学士課程段階の高等職業教育の提供状況を中心に、世界諸国、そして

OECD 諸国、アジア地域諸国と旧社会主義諸国に分けて整理して、具体的な提供機関または提

供方法に細分化した展開状況及び傾向を量的に検討した。 

 その結果、３種類の国・地域では多様な提供機関及び方法がみられ、そこで用いられる名称

にも Profession と Vocation、さらには Industry、Technology のように多様な用語が使用されてお

り、対象となる職業の種類や範囲が幅広く想定されていることがわかった。そして、量的な傾

向をみると、３種類の国・地域で異なる提供機関または方法がとられているのである。すなわ

ち、短期の高等職業教育機関が多数である点が共通している一方で、アジア諸国では学士課程

段階の職業系大学が約３割の国・地域において設置されており、旧社会主義諸国では高等職業

教育の提供、または学士課程段階の機関の設置をめぐって、異なる考えが存在している傾向が

明らかになった。 

 

４．考察・おわりに 
前章までは高等教育段階の職業教育の展開状況に関する先行研究での分析傾向、そして世界

諸国での展開状況の量的及び地域傾向を整理した。こうした作業を通して、高等職業教育を定

義づけるうえで、重要な用語及び項目の選定に関しては次の点を検討する必要があることがわ

かった。 

第一に、高等職業教育プログラムの修了証明書または学位授与の国際的通用性を検討する必

要がある。表１及び第３章から確認できるように、学士課程段階の高等職業教育プログラムの

提供においては多様なかたちがみられ、独立して設立されている高等教育機関で提供されてい

るものと、既存の高等教育機関内で提供されているプログラム、さらには提供機関が明確にな

っていないものの、関連学位が設計されているものがある。このような多様な方法で提供され

ている高等職業教育プログラムは同レベルのものであるかを判断するためには、修了時に授与

される各種証明書を用いることが有効であるため、高等職業教育の定義においては出口段階へ

の着目が重要である。 

第二に、第一点と関連して、高等職業教育のゴールにある職業または産業の種類、レベルを

検討する必要がある。この点は第２章で確認した ISCED における教育プログラムの分類での

Vocationと Professionの用語の定義づけの不在のように、短期のプログラムが対応するVocation、

学士課程段階のプログラムが対応する Profession においては不確定な概念が用いられているの

である。しかし一方で、第３章で確認した職業系高等教育機関の名称において、学士課程段階

の職業系大学の英語名称にも Vocation が使用されるケースもある点から、ISCED による分類方

法は必ずしも実態と一致しているわけではない点が明白である。このため、社会的、または国

際的通用度を担保する観点からは、高等職業教育プログラムで想定されている育成人材が就く

職業の種類とレベルを検討する必要性が挙げられる。 

第三に、高等職業教育を職業教育の高度化の結果として捉えるか、それとも高等教育の職業

化の結果として捉えるかを検討する必要がある。すなわち、第３章で確認したように、職業系

高等教育機関、とりわけ職業系大学の設置が約３割の国・地域にみられる。その際、前述した

国際セミナーでも挙げられたように、高等職業教育を提供する機関の社会的認知度がその課題
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にも Profession と Vocation、さらには Industry、Technology のように多様な用語が使用されてお

り、対象となる職業の種類や範囲が幅広く想定されていることがわかった。そして、量的な傾

向をみると、３種類の国・地域で異なる提供機関または方法がとられているのである。すなわ

ち、短期の高等職業教育機関が多数である点が共通している一方で、アジア諸国では学士課程

段階の職業系大学が約３割の国・地域において設置されており、旧社会主義諸国では高等職業

教育の提供、または学士課程段階の機関の設置をめぐって、異なる考えが存在している傾向が

明らかになった。 

 

４．考察・おわりに 
前章までは高等教育段階の職業教育の展開状況に関する先行研究での分析傾向、そして世界

諸国での展開状況の量的及び地域傾向を整理した。こうした作業を通して、高等職業教育を定

義づけるうえで、重要な用語及び項目の選定に関しては次の点を検討する必要があることがわ

かった。 

第一に、高等職業教育プログラムの修了証明書または学位授与の国際的通用性を検討する必

要がある。表１及び第３章から確認できるように、学士課程段階の高等職業教育プログラムの

提供においては多様なかたちがみられ、独立して設立されている高等教育機関で提供されてい

るものと、既存の高等教育機関内で提供されているプログラム、さらには提供機関が明確にな

っていないものの、関連学位が設計されているものがある。このような多様な方法で提供され

ている高等職業教育プログラムは同レベルのものであるかを判断するためには、修了時に授与

される各種証明書を用いることが有効であるため、高等職業教育の定義においては出口段階へ

の着目が重要である。 

第二に、第一点と関連して、高等職業教育のゴールにある職業または産業の種類、レベルを

検討する必要がある。この点は第２章で確認した ISCED における教育プログラムの分類での

Vocationと Professionの用語の定義づけの不在のように、短期のプログラムが対応するVocation、

学士課程段階のプログラムが対応する Profession においては不確定な概念が用いられているの

である。しかし一方で、第３章で確認した職業系高等教育機関の名称において、学士課程段階

の職業系大学の英語名称にも Vocation が使用されるケースもある点から、ISCED による分類方

法は必ずしも実態と一致しているわけではない点が明白である。このため、社会的、または国

際的通用度を担保する観点からは、高等職業教育プログラムで想定されている育成人材が就く

職業の種類とレベルを検討する必要性が挙げられる。 

第三に、高等職業教育を職業教育の高度化の結果として捉えるか、それとも高等教育の職業

化の結果として捉えるかを検討する必要がある。すなわち、第３章で確認したように、職業系

高等教育機関、とりわけ職業系大学の設置が約３割の国・地域にみられる。その際、前述した

国際セミナーでも挙げられたように、高等職業教育を提供する機関の社会的認知度がその課題
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であるため、高等職業教育を提供する機関の前身となる機関またはプログラムの社会的認知度

が職業系大学の展開に影響を及ぼすと考えられる。 

このように、本稿ではアジア諸国、旧社会主義諸国も取り入れた高等職業教育の展開状況の

量的及び地域傾向を整理して、その定義づけを行うための重要な用語及び項目の選定に関する

初歩的な検討を行った。その結果、高等職業教育は多様な機関または方法で提供されているな

かで、そこでは多様な用語が名称に使用されており、短期の高等職業教育機関が中心である点

が共通しているものの、アジア諸国では学士課程段階の機関が多数設置され、旧社会主義諸国

のカテゴリーではその設置をめぐる異なる思惑がある点が特徴としてみられた。このような多

様性のある高等職業教育の定義づけを行う際には出口段階の修了証明書及びゴールである対応

する職業の種類とレベル、さらには高等教育システムにおける位置づけを考慮する必要性が改

めて検討できた。 

 本稿で明らかになった高等職業教育の多様な展開状況は、高等職業教育の定義づけのみなら

ず、その提供に係る国際的互換性を検討する際の手がかりにもなっているといえよう。同時に、

本稿では各国・地域の高等教育システムにおける高等職業教育の提供状況の整理及びその類型

化を試みたが、その際に使用されたデータはユネスコによるある程度の統一が図られた状態で

公開されたため、各国・地域の実態とは異なる可能性も挙げられる。この点は本稿の限界を示

すものであり、より実態に着眼した確認及び分析作業が今後の作業であることを明示している

ものである。 

 

 

 

 

 

 

補足資料 表１ 世界諸国における高等職業教育の提供状況（2024 年 8 月） 

11..  ココーードド  
11))  

22..  レレベベルル66  22))  33..  レレベベルル55  22))  
44..  そそのの他他のの機機

関関・・方方法法  33))  
55..  学学位位  

AADD  ― ― ― ― 
AAEE  ― 〇 ― ― 
AAFF  ― 〇 ― ― 
AAGG  NA 

AALL  ― 〇 
〇 Academy  
Professional  
College 

― 

AAMM  ― ― 
△ Higher 
Professional 
Education 

― 
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AAOO  
〇 Technical 
University 

〇 ― ― 

AARR  ― ― △ Institute ― 
Aruba ― ― ― ― 

AATT  〇 UAS 4) 〇 ― ― 

AAUU  ― 〇 △ 不明 
〇  Professional 
Degrees 

AAZZ  ― 〇 ― ― 
BBAA  ― ― ― ― 
BBBB  ― 〇 ― ― 

BBDD  ― 〇 ― 
〇  Professional 
Bachelor's 
Degree 

BBEE  
〇 University 
College 

〇 ― ― 

-French 

Community 

〇 University 
Colleges 

〇 ― ― 

-German-

speaking 

Community 

〇 Hochschule ― ― ― 

BBFF  
〇 Polytechnic  
University 

〇 ― ― 

BBGG  ― ― ― 
〇  Professional 
Bachelor In… 

BBHH  ― 〇 ― ― 
BBII  ― ― ― ― 
BBJJ  ― 〇 ― ― 
BBNN  ― 〇 ― ― 
BBOO  ― 〇 ― ― 
BBRR  ― 〇 〇 School ― 
BBSS  ― 〇 ― ― 

BBTT  ― 〇 ― 
〇 Professional 
Degree 

BBWW  ― ― ― ― 
BBYY  ― 〇 △ 不明 ― 
BBZZ  ― 〇 ― ― 
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AAOO  
〇 Technical 
University 

〇 ― ― 

AARR  ― ― △ Institute ― 
Aruba ― ― ― ― 

AATT  〇 UAS 4) 〇 ― ― 

AAUU  ― 〇 △ 不明 
〇  Professional 
Degrees 

AAZZ  ― 〇 ― ― 
BBAA  ― ― ― ― 
BBBB  ― 〇 ― ― 

BBDD  ― 〇 ― 
〇  Professional 
Bachelor's 
Degree 

BBEE  
〇 University 
College 

〇 ― ― 

-French 

Community 

〇 University 
Colleges 

〇 ― ― 

-German-

speaking 

Community 

〇 Hochschule ― ― ― 

BBFF  
〇 Polytechnic  
University 

〇 ― ― 

BBGG  ― ― ― 
〇  Professional 
Bachelor In… 

BBHH  ― 〇 ― ― 
BBII  ― ― ― ― 
BBJJ  ― 〇 ― ― 
BBNN  ― 〇 ― ― 
BBOO  ― 〇 ― ― 
BBRR  ― 〇 〇 School ― 
BBSS  ― 〇 ― ― 

BBTT  ― 〇 ― 
〇 Professional 
Degree 

BBWW  ― ― ― ― 
BBYY  ― 〇 △ 不明 ― 
BBZZ  ― 〇 ― ― 
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CCAA  ― 〇 
〇 Apprentice 
-Ship 

〇 First 
Professional 
Degree 5) 

CCDD  ― 〇 ― ― 
CCFF  ― ◯ ― ― 
CCGG  ― 〇 ― ― 
CCHH  〇 UAS 〇 ― ― 
CCII  ― 〇 ― ― 
CCKK  NA 

CCLL  ― 〇 
〇 Technical 
Training Center 

― 

CCMM  ― 〇 ― ― 
CCNN  〇 6) 〇 ― ― 

CCOO  
〇 University 
Faculty/ 
Technological School 

〇 ― ― 

CCRR  ― 〇 ― ― 
CCUU  ― 〇 ― ― 
CCVV  ― 〇 ― ― 
CCYY  ― 〇 ― ― 

CCZZ  〇 〇 ― 
〇  Professional 
Bachelor's 
Degrees 

Curaçao ― ― ― ― 
DDEE  〇 UAS 〇 ― ― 

DDJJ  
〇 University of 
Technology 

― ― ― 

DDKK  
〇 University 
College 

〇 
△ Business 
Academy 

〇 Degree 

DDMM  NA 
DDOO  〇 University 〇 ― ― 
DDZZ  ― 〇 ― ― 

EECC  
〇 University and 
Polytechnics 

〇 ― ― 

EEEE  
〇 Professional 
Higher Education 
Institution 

― 〇 Program ― 
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EEGG  ― 〇 ― ― 
EERR  ― 〇 ― ― 

Eswatini ― ― 〇 Program ― 

EESS  
〇 Polytechnic 
University/ 
University College 

〇 ― ― 

EETT  ― 〇 ― ― 
Faroe 

Islands 
― 〇 ― 

〇 Professional 
Bachelor 

FFII  〇 UAS ― ― ― 
FFJJ  ― 〇 ― ― 
FFMM  NA 

FFRR  
〇 University 
Institute of 
Technology 

〇 ― ― 

GGAA  ― ― ― ― 

GGBB  
〇 College of 
Technology 

〇 ― ― 

GGDD  ― ― ― ― 

GGEE  〇 College ― ― 
〇 Professional 
Bachelor 

GGHH  ― 〇 ― ― 
GGMM  ― 〇 ― ― 
GGNN  ― 〇 ― ― 
GGQQ  ― ― △ Training ― 

GGRR  
〇 Technological 
Educational 
Institution 

― ― ― 

GGTT  ― ― ― ― 
GGWW  ― ― ― ― 

GGYY  ― 〇 
〇 Center 
School 

― 

HHNN  ― 〇 ― ― 

HHRR  〇 〇 ― 
〇 Professional 
Baccalaureate 

HHTT  ― 〇 ― ― 
HHUU  ― 〇 ― ― 

－ 388 －

京都大学大学院教育学研究科紀要　第71号　2025



14 
 

EEGG  ― 〇 ― ― 
EERR  ― 〇 ― ― 

Eswatini ― ― 〇 Program ― 

EESS  
〇 Polytechnic 
University/ 
University College 

〇 ― ― 

EETT  ― 〇 ― ― 
Faroe 

Islands 
― 〇 ― 

〇 Professional 
Bachelor 

FFII  〇 UAS ― ― ― 
FFJJ  ― 〇 ― ― 
FFMM  NA 

FFRR  
〇 University 
Institute of 
Technology 

〇 ― ― 

GGAA  ― ― ― ― 

GGBB  
〇 College of 
Technology 

〇 ― ― 

GGDD  ― ― ― ― 

GGEE  〇 College ― ― 
〇 Professional 
Bachelor 

GGHH  ― 〇 ― ― 
GGMM  ― 〇 ― ― 
GGNN  ― 〇 ― ― 
GGQQ  ― ― △ Training ― 

GGRR  
〇 Technological 
Educational 
Institution 

― ― ― 

GGTT  ― ― ― ― 
GGWW  ― ― ― ― 

GGYY  ― 〇 
〇 Center 
School 

― 

HHNN  ― 〇 ― ― 

HHRR  〇 〇 ― 
〇 Professional 
Baccalaureate 

HHTT  ― 〇 ― ― 
HHUU  ― 〇 ― ― 
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Holy see ― ― ― ― 

IIDD  
◯ University 
Institute Polytechnic 

〇 ― 
〇 Professional 
Degree 

IIEE  
〇 Institutes of 
Technology 

〇 ― ― 

IILL  ― ― ― ― 
IINN  ― 〇 ― ― 
IIQQ  ― 〇 ― ― 

IIRR  ― 

△ Technical 
and Vocational 
Training 
Universities 

― ― 

IISS  ― ― ― ― 
IITT  ― 〇 ― ― 
JJMM  ― ― ― ― 

Japan 
〇  Professional and 
Vocational 
Universities 

〇 ― ― 

JJOO  ― 〇 ― ― 
KKEE  ― 〇 ― ― 
KKGG  ― ― ― ― 
KKHH  ― 〇 ― ― 
KKII  NA 
KKMM  ― 〇 ― ― 
KKNN  ― 〇 ― 〇 Degree 
KKPP  ― 〇 ― ― 
KKRR  ― 〇 ― ― 
KKWW  ― 〇 〇 Center ― 
KKZZ  ― 〇 ― ― 
LLAA  ― 〇 ― ― 
LLBB  ― 〇 ― ― 
LLCC  NA 
LLII  〇 UAS ― ― ― 
LLKK  ― 〇 ― ― 
LLRR  ― ― ― ― 
LLSS  ― 〇 ― ― 
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LLTT  ― 〇 ― 
〇  Professional 
Bachelor’s 
Degree 

LLUU  ― ― ― ― 
LLVV  ― 〇 ― ― 

LLYY  
〇 Technical 
Faculties 

〇 ― 〇 Degree 

MMAA  ― 〇 ― 〇 Degree 
MMCC  ― 〇 ― ― 
MMDD  ― 〇 ― ― 
MMEE  ― 〇 ― ― 
MMGG  ― 〇 ― ― 
MMHH  NA 
MMKK  ― ― ― 〇 Degree 
MMLL  ― ― ― ― 
MMMM  ― ― ― ― 
MMNN  ― 〇 ― 〇 Degree 
MMRR  ― 〇 ― ― 

MMTT  ― 〇 
〇 Apprentice 
-Ship 

― 

MMUU  ― 〇 ― ― 
MMVV  ― ― ― ― 
MMWW  ― 〇 ― ― 

MMXX  

〇 Polytechnic 
University/ 
Technological 
University 

〇 ― ― 

MMYY  〇 Polytechnic  〇 ― 〇 Degree 
MMZZ  ― 〇 ― ― 
NNAA  ― ― 〇 Center 〇 Degree 
NNEE  ― 〇 ― ― 
NNGG  ― 〇 ― 〇 Degree 
NNII  ― ― 〇 Center ― 
NNLL  〇 UAS ― 〇 〇 Degree 

NNOO  〇 UAS ― 
〇 Apprentice 
-Ship 

〇 Degree 

NNPP  ― ― ― ― 
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LLTT  ― 〇 ― 
〇  Professional 
Bachelor’s 
Degree 

LLUU  ― ― ― ― 
LLVV  ― 〇 ― ― 

LLYY  
〇 Technical 
Faculties 

〇 ― 〇 Degree 

MMAA  ― 〇 ― 〇 Degree 
MMCC  ― 〇 ― ― 
MMDD  ― 〇 ― ― 
MMEE  ― 〇 ― ― 
MMGG  ― 〇 ― ― 
MMHH  NA 
MMKK  ― ― ― 〇 Degree 
MMLL  ― ― ― ― 
MMMM  ― ― ― ― 
MMNN  ― 〇 ― 〇 Degree 
MMRR  ― 〇 ― ― 

MMTT  ― 〇 
〇 Apprentice 
-Ship 

― 

MMUU  ― 〇 ― ― 
MMVV  ― ― ― ― 
MMWW  ― 〇 ― ― 

MMXX  

〇 Polytechnic 
University/ 
Technological 
University 

〇 ― ― 

MMYY  〇 Polytechnic  〇 ― 〇 Degree 
MMZZ  ― 〇 ― ― 
NNAA  ― ― 〇 Center 〇 Degree 
NNEE  ― 〇 ― ― 
NNGG  ― 〇 ― 〇 Degree 
NNII  ― ― 〇 Center ― 
NNLL  〇 UAS ― 〇 〇 Degree 

NNOO  〇 UAS ― 
〇 Apprentice 
-Ship 

〇 Degree 

NNPP  ― ― ― ― 
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NNRR  NA 
NNUU  NA 

NNZZ  
〇 Institutes of 
Technology And 
Polytechnics 

〇 ― 〇 Degree 

OOMM  ― 〇 ― ― 
PPAA  ― ― ― ― 
PPEE  ― 〇 ― ― 
PPGG  ― 〇 ― ― 
PPHH  ― 〇 ― 〇 Degree 
PPKK  ― 〇 ― ― 

PPLL  
〇 Technical 
University 

〇 ― ― 

PPSS  
〇 University 
College 

〇 ― ― 

PPTT  ― 〇 ― ― 
PPWW  NA 
PPYY  ― 〇 ― ― 
QQAA  ― ― ― ― 
RROO  ― ― ― ― 
RRSS  〇 UAS 〇 ― ― 
RRUU  ― 〇 〇 Program ― 
RRWW  ― ― ― ― 
SSAA  ― 〇 〇 Program ― 
SSBB  ― ― ― ― 

SSCC  ― 〇 
〇 Apprentice 
-ship 

― 

SSDD  ― 〇 ― ― 

SSEE  ― 〇 ― 
△  Professional 
Qualification 

SSGG  ― 〇 ― ― 

SSII  
〇 Professional 
College 

― ― ― 

SSKK  ― ― ― ― 
SSLL  ― 〇 ― ― 
SSMM  ― ― ― ― 
SSNN  ― 〇 ― ― 
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SSOO  ― 〇 ― ― 
SSRR  ― 〇 ― ― 
SSSS  ― ― ― ― 
SSTT  ― ― ― ― 
SSVV  ― 〇 ― ― 
SSYY  ― 〇 ― ― 
SSZZ  ― 〇 ― ― 
TTDD  ― 〇 ― ― 
TTGG  〇 〇 ― 〇 License 

TTHH  
〇 Universities of 
Technology 

― ― ― 

TTJJ  ― ― ― ― 
TTLL  ― 〇 ― ― 
TTMM  ― ― ― ― 

TTNN  ― 〇 ― 
〇 License 
Degree 

TTOO  ― ― ― ― 
TTRR  ― ― 〇 School ― 
TTTT  ― ― ― ― 
TTVV  NA 
TTZZ  ― 〇 ― ― 
UUAA  ― ― ― ― 
UUGG  ― 〇 ― ― 
UUSS  ― 〇 ― ― 
UUYY  ― 〇 ― ― 
UUZZ  ― ― ― ― 
VVAA  NA 
VVCC  NA 
VVEE  ― 〇 ― 〇 License 
VVNN  ― 〇 ― ― 
VVUU  NA 
WWSS  ― ― ― ― 
YYEE  ― ― ― ― 

ZZAA  
〇 University of 
Technology 

〇 ― 
〇 Professional 
Bachelor 

ZZMM  ― ― ― ― 
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SSOO  ― 〇 ― ― 
SSRR  ― 〇 ― ― 
SSSS  ― ― ― ― 
SSTT  ― ― ― ― 
SSVV  ― 〇 ― ― 
SSYY  ― 〇 ― ― 
SSZZ  ― 〇 ― ― 
TTDD  ― 〇 ― ― 
TTGG  〇 〇 ― 〇 License 

TTHH  
〇 Universities of 
Technology 

― ― ― 

TTJJ  ― ― ― ― 
TTLL  ― 〇 ― ― 
TTMM  ― ― ― ― 

TTNN  ― 〇 ― 
〇 License 
Degree 

TTOO  ― ― ― ― 
TTRR  ― ― 〇 School ― 
TTTT  ― ― ― ― 
TTVV  NA 
TTZZ  ― 〇 ― ― 
UUAA  ― ― ― ― 
UUGG  ― 〇 ― ― 
UUSS  ― 〇 ― ― 
UUYY  ― 〇 ― ― 
UUZZ  ― ― ― ― 
VVAA  NA 
VVCC  NA 
VVEE  ― 〇 ― 〇 License 
VVNN  ― 〇 ― ― 
VVUU  NA 
WWSS  ― ― ― ― 
YYEE  ― ― ― ― 

ZZAA  
〇 University of 
Technology 

〇 ― 
〇 Professional 
Bachelor 

ZZMM  ― ― ― ― 
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ZZWW  
〇 Institute of 
Technology 

〇 ― ― 

出典：UNESCO・IAU, World Higer Education Database (WHED, https://www.whed.net/home.php)で

公開されているデータをもとに筆者作成。また、個別の国・地域の情報を確認するため、

次のウェブサイト、資料も参考した。なお、これらのウェブサイトへの最終アクセスはす

べて 2024 年 9 月 2 日である。 

 アイルランド：Government of Ireland. Technological Universities Act 2018, 2018  

(https://hea.ie/assets/uploads/2017/04/TU-ACT-2018.pdf). 

 エルサルバトル共和国：United States Agency for International Development (USAID). EL 

SALVADOR: HIGHER EDUCATION ASSESSMENT AND RECOMMENDATIONS, Final Report. 

2012 (https://pdf.usaid.gov/pdf_docs/PA00HX9H.pdf). 

 オーストラリア連邦：例えば Swinburne University of Technology による Professional Degree

がある。 

出典：Swinburne University of Technology. Professional Degrees Benefits of doing a 

Professional Degree at Swinburne (https://www.swinburne.edu.au/life-at-swinburne/work-

integrated-learning/professional-degrees/). 

 カーボベルデ共和国：Agência Reguladora do Ensino Superior. The Education System in Cape 

Verde (https://www.ares.cv/assets/documentos/TheEducationSysteminCape%20Verde.pdf). 

 キルギス共和国：European Commission. Overview of the Higher Education System. Kyrgyzstan 

(https://erasmusplus.kg/en/wp-content/uploads/Overview.pdf). 

 スイス：内閣府『平成 26 年度委託調査教育と職業・雇用の連結に係る仕組みに関する国

際比較についての調査研究』WIP ジャパン株式会社、2015 年、State Secretariat for Education.  

Research and Innovation SERI. Higher Education and Research in Switzerland, 2024,  

(https://www.sbfi.admin.ch/sbfi/en/home/services/publications/data-base-publications/h-e-and-r-

ch-2023.html). 

 セネガル共和国：文部科学省「世界の学校体系（ウェブサイト版）セネガル共和国」

(https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2017/10/02/1396871_012.

pdf)。 

 日本：専門職大学の英訳は文部科学省が作成した紹介パンフレットによるものである。 

出典：文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室「専門職大学・専門職短期大学に

ついて（パンフレット）」2023 年（https://www.mext.go.jp/content/20230324-mxt_senmon01-

100001394_01.pdf）。 

 パナマ共和国：American Association of Collegiate Registrars and Admissions Officers. Panama 

Overview (https://www.aacrao.org/edge/country/panama). 

 ブルネイ・ダルサラーム：Universiti Teknologi Brunei の英語名称はブルネイ・ダルサラー

ム国教育部及び同大学のホームページによるものである。 

出典：Universiti Teknologi Brunei. About UTB(https://www.utb.edu.bn/the-university/about-utb/).  

Ministry of Education, Brunei Darussalam. Higher Education Institution in Brunei Darussalam 
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(https://www.moe.gov.bn/SitePages/Higher%20Education.aspx). 

 南スーダン共和国：文部科学省「世界の学校体系（ウェブサイト版）スーダン共和国」

(https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2017/10/02/1396871_011.

pdf)。 

注： 

１） 国・地域のコード（カテゴリー１）及び順番は主として法務省による「国名コード表」に

よるものである。「国名コード表」にはあるものの、高等教育情報データベースではその国・

地域の情報が提供されていないものの関連情報は「NA」とした。一方、データベースには

あるが、「国名コード表」にはない国・地域については、その国・地域のコードではなく、

国・地域名称を記載することとした。 

出典：法務省「国名コード表」 

(https://www.moj.go.jp/MINJI/common_igonsyo/pdf/001321964.pdf)。 

２） 高等職業教育機関の種類は 2011 の ISCED によるものである。Level５は短期のものを指し

ており、Level６は学士課程段階相当のものを示している。 

３） 職業系ではない大学またはその他の教育機関において短期の高等職業教育プログラムが

提供されている場合は「△」としている。 

４） Level６の高等職業教育を提供する機関のうち、University of Applied Sciences または

Universities of Applied Science を UAS と略して表記している。 

５） カナダの関連学位「First Professional Degree」は Alberta においてのみ提供されるものであ

る。 

６） 中国の学士課程段階の高等職業教育を提供する機関の名称は、地域によって異なる。具体

的には、Hong Kong SAR では Polytechnic University、  Macao SAR では、Polytechnic/ 

Professional Institute、Taiwan では University of Science and Technology と呼称されている。 

 

 

 

・本研究は、JSPS 科研費 24K16601 の助成を受けたものである。 

 

 
 
注・参考文献（ウェブサイトはすべて 2024 年 9 月 2 日最終アクセス） 
1 Schugurensky, D. "Higher Education in the Era of Globalization: Toward a Heteronomous Model?" in 

Robert F. Arnove, Carlos Alberto Torres, Stephen Franz, Comparative Education: The Dialectic of the 

Global and the Local. Rowman & Littlefield Publishers, INC USA, 2012, p. 302. 
2 文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室「専門職大学・専門職短期大学・専門職学

科」（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/index_pc.htm）。 
3 張潔麗『中国高等職業教育の展開－その制度的・教育的・文化的要因から』東信堂、2024 年
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(https://www.moe.gov.bn/SitePages/Higher%20Education.aspx). 

 南スーダン共和国：文部科学省「世界の学校体系（ウェブサイト版）スーダン共和国」

(https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2017/10/02/1396871_011.

pdf)。 

注： 

１） 国・地域のコード（カテゴリー１）及び順番は主として法務省による「国名コード表」に

よるものである。「国名コード表」にはあるものの、高等教育情報データベースではその国・

地域の情報が提供されていないものの関連情報は「NA」とした。一方、データベースには

あるが、「国名コード表」にはない国・地域については、その国・地域のコードではなく、

国・地域名称を記載することとした。 

出典：法務省「国名コード表」 

(https://www.moj.go.jp/MINJI/common_igonsyo/pdf/001321964.pdf)。 

２） 高等職業教育機関の種類は 2011 の ISCED によるものである。Level５は短期のものを指し

ており、Level６は学士課程段階相当のものを示している。 

３） 職業系ではない大学またはその他の教育機関において短期の高等職業教育プログラムが

提供されている場合は「△」としている。 

４） Level６の高等職業教育を提供する機関のうち、University of Applied Sciences または

Universities of Applied Science を UAS と略して表記している。 

５） カナダの関連学位「First Professional Degree」は Alberta においてのみ提供されるものであ

る。 

６） 中国の学士課程段階の高等職業教育を提供する機関の名称は、地域によって異なる。具体

的には、Hong Kong SAR では Polytechnic University、  Macao SAR では、Polytechnic/ 

Professional Institute、Taiwan では University of Science and Technology と呼称されている。 

 

 

 

・本研究は、JSPS 科研費 24K16601 の助成を受けたものである。 

 

 
 
注・参考文献（ウェブサイトはすべて 2024 年 9 月 2 日最終アクセス） 
1 Schugurensky, D. "Higher Education in the Era of Globalization: Toward a Heteronomous Model?" in 

Robert F. Arnove, Carlos Alberto Torres, Stephen Franz, Comparative Education: The Dialectic of the 

Global and the Local. Rowman & Littlefield Publishers, INC USA, 2012, p. 302. 
2 文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室「専門職大学・専門職短期大学・専門職学

科」（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/index_pc.htm）。 
3 張潔麗『中国高等職業教育の展開－その制度的・教育的・文化的要因から』東信堂、2024 年

 

21 
 

 
に詳しい。 

4 W.N.グラブ・M.ラザーソン「レトリックと実践のグローバル化―『教育の福音』と職業教育

主義」ヒュー・ローダー＆フィリップ・ブラウン＆ジョアンヌ・ディラボー＆A.H.ハルゼー

編、広田照幸・吉田文・本田由紀編訳『グローバル化・社会変動と教育 １ 市場と労働の

教育社会学』東京大学出版会、2012 年、129-151 頁。OECD. EDUCATION AT A GLANCE  

2023, 2024(https://www.oecd-ilibrary.org/education/education-at-a-glance-2023_e13bef63-en). 
5 OECD, Ibid. 
6 平成 23 年度 文部科学省委託「平成２３年度生涯学習施策に関する調査研究 諸外国におけ

る後期中等教育後の教育機関における職業教育の現状に関する調査研究 報告書」2012 年 

（https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/09/21/1323

725_1_1.pdf）。 
7 独立行政法人労働政策研究・研修機構『諸外国における教育訓練制度―アメリカ、イギリス、

ドイツ、フランス―』資料シリーズ No.194、2017 年（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2017/

194.html）。 
8 独立行政法人労働政策研究・研修機構『北欧の公共職業訓練制度と実態』資料シリーズ No.176、

2016 年（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2016/176.html）。 
9 独立行政法人労働政策研究・研修機構『ベトナムにおける工学系学生の職業への移行と産学

連携に関する調査研究』資料シリーズ No.127、2013 年 

（https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2013/127.html）。 
10  吉本圭一「専門学校の発展と高等教育の多様化」日本高等教育学会『高等教育研究』、第６

巻、2003 年、83-103 頁（https://catalog.lib.kyushu-u.ac.jp/opac_download_md/12426/%E9%AB%

98%E7%AD%89%E6%95%99%E8%82%B2%E7%A0%94%E7%A9%B6_6.pdf）。 
11 同上。 
12  金子元久「第１章 高等教育システムと職業教育―７か国概観」独立行政法人 大学改革支

援・学位授与機構『高等教育における職業教育と学位―アメリカ・イギリス・フランス・ド

イツ・中国・韓国・日本の７か国比較研究報告』2016 年、3-5 頁 

（https://niadqe.jp/wp/wp-content/uploads/2018/02/c002-1608-syokugyo.pdf）。 
13 同上。 
14 同上。 
15 UNESCO-UNEVOC International Centre for Technical and Vocational Education and Training 

in Vocational Content in Mass Higher Education? Responding to the Challenges of the  

Labour Market and the Workplace. Seminar Report, Bonn, Germany, 2005 

(https://unevoc.unesco.org/fileadmin/user_upload/pubs/Report_CEPES.pdf). 
16 Rupert Maclean. Vocational and Higher Education: Issues, Concerns and Prospects. CIMQUSEF, 

2007 (https://www.semanticscholar.org/paper/Vocational-and-Higher-Education%3A-Issues%2C-

Concerns-Maclean/daf25624ddb2a330a4ad49293db265f3e2218fe1). 
 

－ 395 －

張：世界諸国の高等職業教育の展開に関する考察



22 
 

 
17 UNESCO Institute for Statistics. SECTION 10. Correspondence between ISCED 2011 and ISCED 

1997 levels in International Standard Classification of Education ISCED 2011. 2012, p. 66 

(https://uis.unesco.org/sites/default/files/documents/international-standard-classification-of-

education-isced-2011-en.pdf). 
18 UNESCO Institute for Statistics. SECTION 5. Cross-classification variables, Ibid, p. 14. 
19 OECD. Pathways to Profession: Understanding Higher Vocational and Professional Tertiary 

Education Systems. OECD Reviews of Vocational Education and Training, OECD Publishing, Paris 

2022 (https://www.oecd.org/en/publications/pathways-to-professions_a81152f4-en.html). 
20 OECD, Ibid, pp. 22-23. 
21 OECD, op. cit., 2024. 
22 Ibid. 
23 具体的には、アルゼンチン、ブルガリア、クロアチア共和国、中華人民共和国、インド、イ

ンドネシア、ペルー、ルーマニア、サウジアラビア、南アフリカ共和国及びブラジルである。 

出典：OECD, Ibid, pp. 14. 
24 A.H.ハルゼー「５ ヨーロッパの大学」ヒュー・ローダー＆フィリップ・ブラウン＆ジョア

ンヌ・ディラボー＆A.H.ハルゼー編、広田照幸・吉田文・本田由紀編訳、前掲書、2012 年、

199-219 頁。 
25 W.N.グラブ・M.ラザーソン「レトリックと実践のグローバル化―『教育の福音』と職業教育

主義」同上書、129-151 頁。 
26 同上。 
27 Stefan Delplace. 2. Foreword in Anthony F. Camilleri, Stefan Delplace, Marek Frankowicz, Raimund 

Hudak, PROFILE OF PROFESSIONAL HIGHER EDUCATION IN EUROPE. EURASHE: 

Knowledge Innovation Centre (Malta), 2013 (https://www.knowledgeinnovation.eu/wp-

content/uploads/2015/04/Profile-of-Professional-Higher-Education-in-Europe-FINAL.pdf). 
28 二宮皓「1．世界の学校の三類型」二宮皓編著『世界の学校―教育制度から日常の学校風景ま

で』学事出版、2006 年、8-11 頁。 
29 World Higer Education Database. About (https://www.whed.net/About.html). 
30 専門職大学の英訳は文部科学省が作成した紹介パンフレットによるものである。 

出典：文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室「専門職大学・専門職短期大学につ

いて（パンフレット）」2023 年（https://www.mext.go.jp/content/20230324-mxt_senmon01-10000

1394_01.pdf）。 

 

（グローバル教育展開オフィス 助教） 

（受稿 2024 年 9 月 2 日、改稿 2025 年 1 月 6 日、受理 2025 年 1 月 10 日） 

 

－ 396 －

京都大学大学院教育学研究科紀要　第71号　2025



22 
 

 
17 UNESCO Institute for Statistics. SECTION 10. Correspondence between ISCED 2011 and ISCED 

1997 levels in International Standard Classification of Education ISCED 2011. 2012, p. 66 

(https://uis.unesco.org/sites/default/files/documents/international-standard-classification-of-

education-isced-2011-en.pdf). 
18 UNESCO Institute for Statistics. SECTION 5. Cross-classification variables, Ibid, p. 14. 
19 OECD. Pathways to Profession: Understanding Higher Vocational and Professional Tertiary 

Education Systems. OECD Reviews of Vocational Education and Training, OECD Publishing, Paris 

2022 (https://www.oecd.org/en/publications/pathways-to-professions_a81152f4-en.html). 
20 OECD, Ibid, pp. 22-23. 
21 OECD, op. cit., 2024. 
22 Ibid. 
23 具体的には、アルゼンチン、ブルガリア、クロアチア共和国、中華人民共和国、インド、イ

ンドネシア、ペルー、ルーマニア、サウジアラビア、南アフリカ共和国及びブラジルである。 

出典：OECD, Ibid, pp. 14. 
24 A.H.ハルゼー「５ ヨーロッパの大学」ヒュー・ローダー＆フィリップ・ブラウン＆ジョア

ンヌ・ディラボー＆A.H.ハルゼー編、広田照幸・吉田文・本田由紀編訳、前掲書、2012 年、

199-219 頁。 
25 W.N.グラブ・M.ラザーソン「レトリックと実践のグローバル化―『教育の福音』と職業教育

主義」同上書、129-151 頁。 
26 同上。 
27 Stefan Delplace. 2. Foreword in Anthony F. Camilleri, Stefan Delplace, Marek Frankowicz, Raimund 

Hudak, PROFILE OF PROFESSIONAL HIGHER EDUCATION IN EUROPE. EURASHE: 

Knowledge Innovation Centre (Malta), 2013 (https://www.knowledgeinnovation.eu/wp-

content/uploads/2015/04/Profile-of-Professional-Higher-Education-in-Europe-FINAL.pdf). 
28 二宮皓「1．世界の学校の三類型」二宮皓編著『世界の学校―教育制度から日常の学校風景ま

で』学事出版、2006 年、8-11 頁。 
29 World Higer Education Database. About (https://www.whed.net/About.html). 
30 専門職大学の英訳は文部科学省が作成した紹介パンフレットによるものである。 

出典：文部科学省高等教育局専門教育課専門職大学院室「専門職大学・専門職短期大学につ

いて（パンフレット）」2023 年（https://www.mext.go.jp/content/20230324-mxt_senmon01-10000

1394_01.pdf）。 

 

（グローバル教育展開オフィス 助教） 

（受稿 2024 年 9 月 2 日、改稿 2025 年 1 月 6 日、受理 2025 年 1 月 10 日） 

 

23 
 

世世界界諸諸国国のの高高等等職職業業教教育育のの展展開開にに関関すするる考考察察 
―学士課程段階の高等職業教育の提供状況の整理を試みて― 

張 潔麗 

本稿ではアジア地域を視野に入れた世界諸国の高等職業教育の展開状況を明らかにするため、

従来ある高等職業教育の分析における視点及び傾向、そして 2024 年現在の高等職業教育プロ

グラムの展開状況の量的及び地域的傾向を整理して、その定義づけを行うための重要な用語及

び項目の選定に関する初歩的な検討を行った。その結果、高等職業教育は多様な機関または方

法で提供されているなかで、そこでは多様な用語が名称に使用されており、短期の高等職業教

育機関が中心である点が共通しているものの、アジア諸国では学士課程段階の機関が多数設置

され、旧社会主義諸国のカテゴリーではその設置をめぐる異なる思惑がある点が特徴としてみ

られた。このような多様性ある高等職業教育の定義づけを行う際には出口段階の修了証明書及

びゴールである対応する職業の種類とレベル、さらには高等教育システムにおける位置づけを

考慮する必要性が改めて検討できた。本稿で高等職業教育の提供状況の類型化を試みたものの、

その実態の確認を通した類型の精緻化を今後の課題としたい。 

 

 

A Study of the Actual State of Development of Higher Vocational 
Education in the World: an Attempt to Organise the Provision of 

Higher Vocational Education at the Bachelor's Level 
ZHANG Jieli 

This paper summarized the development of higher vocational education in countries around the world, 

including Asia, and identified trends. Existing trends in higher vocational education as well as the methods 

and regional trends of higher vocational education program delivery as of 2024 were analyzed. The results 

showed that while higher vocational education is provided through a variety of institutions and methods, 

many different terms are used to name them, and the common feature is that they are mainly short-term 

higher vocational education institutions, in Asian countries there are many institutions at the bachelor’s 

degree level, and in the category of former socialist countries there are different ideas surrounding the 

establishment of such institutions. Although this paper attempted to categorize the state of provision of 

higher vocational education, further refinement of categorization through confirmation of the actual 

situation remains to be addressed in future studies. 
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